


































　2012 年度～ 2013 年度の調査結果
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ための自らの社会的責務を果たし、そのことを社会
的に発信することで、大学で行われる人権教育にも
より説得力が増すだろう。
第三は、大学のキャリア形成機能に関わることで
ある。実際、大学は、学生を社会に送り出す最後の
ルートであり、就職支援の活動を行っている。その
活動の中で、企業に働きかけを行い、その考え方を
変えていく必要もあるかもしれない。
　今後の研究活動の計画
この二年間の調査を通じて、論点整理と調査項
目の明確化は進んだ。しかしながら、現状ではま
だ十分なデータが得られていない。今後、さらに
体系的な調査を行い、在日コリアンをはじめとす
る在日外国人学生が、どのような状況で就職活動
に臨んでいるのか、その過程でどの程度１）就職
差別を思わせる状況に直面しているか、２）自ら
のアイデンティティを変更する圧力に直面してい
るか、３）その一方で多様性を重視し、積極的に
在日外国人を採用している企業がどの程度あるの
かを明らかにする必要があると考えられる。
こうした調査を行うことができれば、１）日本の
企業に対して現状を考え直し、「多様性」を力にす
ることの意義を訴える材料となる、２）もって在日
外国人学生が安心して自らのアイデンティティを
保ちながら生きることができる「インクルーシブ・
コミュニティ」を大学の内外で創り出すことに貢献
できる。
こうした調査を行うためには、現状の研究体制で
は困難である。学内関係者の理解を深め、ネット
ワークを強化すると共に、企業や他大学等との連携
を深めていく必要があるだろう。2014 年度は、こ
れまでの調査を活かしながら、次の研究および実施
体制を構築する準備を進めていきたい。
「在日外国人学生の権利のために大学に何ができるか」指定研究活動報告
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